




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































場合（中止された場合）には、第 2 不法だけでなく、第 1 不法も実現されな
かったことになる。そうすると、財物奪取に関与することによって、そのよ
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（ 3 ）山口・前掲注（ 1 ）370-371頁、小林憲太郎『刑法総論の理論と実務』（判例時












（ 7 ）山口厚「承継的共犯論の新展開」法曹時報68巻 2 号（2016年）10頁以下、小林
憲太郎「いわゆる承継的共犯をめぐって」研修791号（2014年） 8 頁以下、同「承
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（24）十河・前掲注（ 5 ）146頁参照。















































































































































































































































（81）橋爪・前掲注（ 5 ）396頁参照。川田・前掲注（ 6 ）304頁も、「詐欺罪の保護法
益は個人の財産であり、欺罔行為はこれを直接侵害するものではなく、欺罔行為を
手段として錯誤に陥った者から財物の交付を受ける点に法益侵害性がある」 とする。
（82）小林・前掲注（ 7 ）「再論」 7 頁、町野・前掲注（31）133頁、林・前掲注（ 3 ）
383頁、松原・前掲注（ 7 ）曹時20頁参照。さらに、豊田・前掲注（12） 8 頁も参
照。
（83）橋爪・前掲注（ 5 ）395、396-397頁注56）参照。
（84）判例は必ずしもそのように理解していないようであるが（最判昭和24年 2 月 8
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月17日判時1253号141頁、名古屋地岡崎支判平成30年 2 月26日 LEX/DB 25560117















決平成20年 1 月22日刑集62巻 1 号 1 頁、強盗殺人罪について、最判昭和24年 5 月28
日刑集 3 巻 6 号873頁などを参照。
（112）強盗致死傷罪については、最判昭和23年 6 月12日刑集 2 巻 7 号676頁を参照。

















への関与が、 死亡結果の発生を阻止すること （「死傷させる」行為のいわば 「中止」） 
を阻害する（②に対する「促進」）という意味をもつこともあり得なくはない。し
かし、 そのような場合でも、①に対する 「促進」 を認めることは、 やはりできない。
（119）このような結論を支持するものとして、法制審議会刑事法（自動車運転に係る





ル等影響発覚免脱罪の罪質とその要件解釈」 法と政治68巻 3 号 （2017年） 27頁参照。





照。さらに、山口・前掲注（ 1 ）33-34頁、井田・前掲注 （31） 100頁注18）も参照。
